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第１ 現状 

１ 消費者問題の現状 

消費生活相談件数の推移をみると、1980年代半ばに、年間10万件程度であったもの

が、現在では年間約90～100万件程度に増大し、高止まりの状況が続いている。相談

件数の推移については、若年者は消費生活センターに相談しない傾向もみられるこ

とに留意が必要である。また、高齢者においては、消費生活相談件数の増加率が高齢

者人口の増加率を大きく上回っている状況にある 1（参考資料１「ＰＩＯ－ＮＥＴ 2に

ついて」参照）。 

 

表１ ＰＩＯ－ＮＥＴに登録された消費者相談年度別総件数     （単位：万件） 

年度 1985 1986 2008 2009 2010 2018 2019 

相談件数 8.9 13.3 94.1 89.2 88.4 99.6 93.5 

※ 出典：独立行政法人国民生活センター「ＰＩＯ－ＮＥＴにみる 2019 年度の消費生活相談の概要」 

 

消費者庁は、消費者被害・トラブルの推計件数に消費者被害・トラブル１件当たり

の平均金額を乗じる手法により消費者被害・トラブル額を推計している。これによれ

ば、2019 年に発生した消費者被害・トラブルは約 1,168 万件となり、消費者被害・

トラブル額は、約 4.7 兆円（既支払額（信用供与を含む。）） 3に達している。このと

ころ約５兆円程度で推移しており、これは我が国のＧＤＰの約１％に相当する。 

 

 表２ 消費者被害・トラブル額の推計結果（消費者庁推計値） 

暦年 2017 年 2018 年 2019 年 

契約購入金額 約 5.7 兆円 約 6.3 兆円 約 6.0 兆円 

既支払額（信用供与を含む） 約 4.9 兆円 約 5.4 兆円 約 4.7 兆円 

既支払額 約 4.6 兆円 約 5.3 兆円 約 4.6 兆円 

※ 出典：消費者庁「令和２年版消費者白書」 

 

                                                      
1 2019 年度/2015 年度の 70 歳以上の消費生活相談件数増加率 25.1%=22.9 万件/18.3 万件=(93.5 万件×

24.5%)/(93 万件×19.7%) ※全相談件数×70 歳以上割合。2019 年度末/2015 年度末の 70 歳以上人口増加

率 14.0%。総務省「人口推計」の各年度末の近似値となる、2019 年 4 月 1 日概算値、2016 年 4 月 1 日確

定値を用いて算出。 
2 ＰＩＯ－ＮＥＴ（パイオネット：全国消費生活情報ネットワークシステム）とは、独立行政法人国民

生活センターと全国の消費生活センター等をオンラインネットワークで結び、消費生活に関する相談情

報を蓄積しているデータベースのこと。消費生活センター等からの経由相談は含まれていない。 
3 「既支払額」（実際に消費者が事業者に支払った金額）に「信用供与」（クレジットカード等で決済し

ており、まだ支払いは発生していないもののいずれ引き落とされる金額）を加えた「既支払額（信用供

与を含む。）」を、消費者が負担した金額に近いものとして取り扱っている。 
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急速な情報化、デジタル化、グローバル化の進展といった社会情勢の変化や事業者

の競争激化等様々な要因を背景に、消費者問題も多様化・複雑化し、悪質商法の手口

も巧妙化している。 

また、新型コロナウイルス感染症の拡大により、我が国の社会情勢は極めて大きな

変化を余儀なくされた。商品の不足、詐欺的な行為を行う事業者の出現等の消費者問

題も発生した。また、近年は大型台風や集中豪雨、地震等の自然災害が頻発し、これ

らに便乗した消費者問題も発生している。こうしたリスクも、これからの消費者問題

を検討するにあたり、緊急に対処すべき重要な課題である。 

 

２ 地方消費者行政の現状 

消費者庁は、2015 年３月に「地方消費者行政強化作戦」 4を策定し、各種の取組を

進めてきた。さらに、2020 年４月に「地方消費者行政強化作戦 2020」5を取りまとめ、

具体的な政策目標を掲げ、地方の自主性・自立性が十分発揮されることに留意しつつ、

地方消費者行政の充実・強化に向けた取組を推進している。こうした取組等により、

地方消費者行政は、消費生活センターの設置の増加による安全安心な環境の広がり

や消費生活相談員の国家資格化等の制度整備が進展した。 

地方消費者行政に係る予算額は、1990 年代後半以降に大きく減少したが、2009 年

の消費者庁発足以降は、地方交付税措置や消費者庁による基金・交付金等の拡充もあ

り、下支えされている。 

  

                                                      
4 政策目標として、相談体制の空白地域の解消、消費生活相談体制の質の向上、適格消費者団体の空白

地域の解消、消費者教育の推進、見守りネットワークの構築を掲げ、重点的に推進した。 
5 政策目標として、法執行体制の充実、地方における消費者政策推進のための体制強化を加え、新たな

数値目標を設定している。 
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表３-１ 消費者行政本課及び消費生活センターにおける消費者行政予算（狭義）  

（単位：百万円） 

年度 2009 2010 2011 2017 2018 2019 

予算額 計 13,952 16,868 18,121 15,209 14,512 14,608 

うち基金及び交付金 4,098 6,589 6,554 5,265 3,663 3,331 

うち自主財源 9,853 10,278 11,567 9,944 10,849 11,278 

 

表３-２ 自治体全体（消費者行政本課及び消費生活センター以外の部署を含む） 

における消費者行政予算（広義）       （単位：百万円） 

年度 2009 2010 2011 2017 2018 2019 

予算額 計 16,439 19,350 20,708 17,922 17,155 17,693 

うち基金及び交付金 4,263 6,891 6,986 5,924 3,990 3,640 

うち自主財源 12,177 12,459 13,723 11,997 13,165 14,053 

※ 表３－１、３－２ともに 出典：消費者庁「令和元年度 地方消費者行政の現況調査」より作成。 
2018 年度までは最終予算。2019 年度は当初予算。十万円単位を四捨五入。 

2009～2011 年度は、消費者庁発足の 2009 年度から３年度。2017 年度以降は直近の３年度。 

なお、ここでいう自主財源は、基金及び交付金以外の予算額を指す。 

 

  消費者庁から地方公共団体への財政支援は、「地方消費者行政活性化基金」、「地方

消費者行政推進交付金」、「地方消費者行政強化交付金」と変遷し、土台づくりから充

実・強化の段階へとフェーズが移行している。他方で、地方公共団体は、限られた予

算の中で、福祉、保健医療等の行政需要の増大が著しい分野への対応に迫られており、

消費者行政の優先順位は必ずしも高くない。また、地方公共団体からは、地方消費者

行政強化交付金（強化事業）の補助率（原則１／２）に対する地方公共団体負担分の

予算措置が難しいことや、補助対象とする政策メニューが現場のニーズに必ずしも

マッチしていない等の指摘がなされている。 

地方公共団体における、消費者行政に携わる行政職員数は減少している（2008 年

度 5,646 人→2019 年度 5,213 人（約 8％減少））。また、地方公共団体は、消費生活相

談員の担い手の確保に苦慮しており、その要因としては、資格試験向け講習の受講機

会の不足や処遇の低さ、雇用の不安定さ等があるとみられる。 

 

表４ 地方公共団体の消費者行政担当職員数 

年度 2008 2018 2019 2008～2019 年の増加率 

消費者行政担当職員数 5,646 人 5,209 人 5,213 人 ▲7.7％ 

※ 出典：消費者庁「令和元年度 地方消費者行政の現況調査」より作成。 

     2008～2019 年の増加率は、内閣府消費者委員会事務局で計算。 
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 消費生活相談体制の広域化が進む中で、個々の市町村の役割分担が不明確になる

ことや、身近な問題への対応がおろそかになること等が懸念される場合もある。 

 2014年の消費者安全法改正により、高齢者、障害者、認知症等により判断力が不十

分となった人等の消費者被害を防ぐため、地方公共団体は地方公共団体及び地域の

関係者 6が連携した消費者安全確保地域協議会（見守りネットワーク）を設置できる

ことが規定されたが、2020年６月末における設置地方公共団体数は、総地方公共団体

数1788のうち276（うち都道府県17、市区町村259）にとどまっている 7。なお、設置

市区町村の都道府県内人口カバー率をみると、兵庫県、徳島県については100％を達

成しているものの、50％以上達成済みの都道府県は７県のみにとどまっている 8。  

                                                      
6 福祉関係者、医療・保健所関係者、警察・司法関係者、教育関係者、事業者等。消費者庁「消費者安

全確保地域協議会設置の手引き」参照。 
7 消費者庁ホームページ。「消費者安全確保地域協議会 設置状況一覧(2020 年６月末現在)」参照。 
8 消費者庁「地方消費者行政強化作戦 2020 政策目標ごとの現状」参照。2020 年２月末現在、設置市区

町村の都道府県内人口カバー率。 
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第２ 20 年後の我が国の主な課題と消費者行政 

10 年後、20 年後の将来を見据え、我が国を取り巻く克服すべき課題と、その解決に

活用が期待できる明るい展望は以下の通りである。 

 

１ 20 年後の消費者を取り巻く環境において予想される課題と展望 

【課題】 

我が国の今後の人口の推移は、出生数減の傾向が継続することにより人口減少は加

速し、2065 年頃まで人口減少が続く見通しとなる。高齢者人口は、2040 年頃に向け

て増加を続け、高齢化率も４割程度に達する（参考資料２「高齢化の推移と将来推計」

参照）。認知症の発症割合は年齢とともに高まるため 9、認知症患者の数も増加する

見込みである。 

 

表５ 年齢区分別の人口数と人口構成比の今後の推移 

年次 年齢区分 全体 0～14 15～64 65 以上 65～74 75～ 

2018 

人口数 

（単位：万人） 

12,644 1,542 7,545 3,558 1,760 1,798 

2020 12,532 1,507 7,406 3,619 1,747 1,872 

2030 11,913 1,321 6,875 3,716 1,428 2,288 

2040 11,092 1,194 5,978 3,920 1,681 2,239 

2040/2018人口数増減率（％） -12.3% -22.6% -20.8% 10.2% -4.5% 24.5% 

2018 

人口構成比 

  100.0% 12.2% 59.7% 28.1% 13.9% 14.2% 

2020 100.0% 12.0% 59.1% 28.9% 13.9% 14.9% 

2030 100.0% 11.1% 57.7% 31.2% 12.0% 19.2% 

2040 100.0% 10.8% 53.9% 35.3% 15.2% 20.2% 

※ 出典：内閣府「令和元年版 高齢社会白書」 第 1 章 高齢化の状況（第 1 節）[図 1-1-1 高齢

化の推移と将来推計] より作成 10。  

 

また、高齢化や過疎化が更に進展することにより、住民生活を支える地域社会の相

互扶助の機能の弱まり等、地域力が低下する懸念があり、これらにより、いわゆる消

費者被害が増加することが見込まれる。 

さらに、単身世帯の増加、地域力の低下、コミュニケーションの取り方の変化、消

費行動の変化を背景に消費者は孤立化を深める。デジタル情報化、非対面化が進展し、

顔の見えない匿名社会が広がる。これらを背景に、消費者は消費者被害に遭いやすい

                                                      
9 認知症の有病率は年齢が上がるとともに上昇し、80 歳以上では約 20％を超え、90 歳以上では約 60％

以上となる（厚生労働省「高齢者の認知症実態調査」(2014 年６月発表)）。 
10 2018 年は総務省「人口推計（平成 30 年 10 月１日確定値）」参照。2020 年以降は、国立社会保障・人

口問題研究所「日本の将来人口推計（平成 29 年推計）」の出生中位、死亡中位仮定による推計結果。 
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状態に置かれ、消費生活の危険度が一層高まる恐れがある。また、消費者問題が広域

化し、甚大な被害を受けるケースが増えることも懸念される。 

このように消費者個人の対応力が低下する中で、消費者問題のほか、生計費の確保

や健康面での課題等、一人で複数の問題を抱える消費者が増えると見込まれる。 

加えて、経済の広域化により、消費者問題は、一つの地域にとどまる問題ではなく、

我が国全体、世界に広がる問題となり、各地域における局地的な対応では対処が難し

くなる。 

 

【展望】 

ＩＣＴ・ＡＩ技術の更なる進展は、消費者問題の未然防止、再発防止、被害回復、

消費者への情報提供等、様々な面でその技術の活用が広がることが見込まれる。これ

と併せた福祉や保健医療、そして生涯学習等の発展により、加齢を問題としないユビ

キタス社会が到来する。また、加齢に伴う病気や障害については、今後の医療の進歩

や治療体制の充実、健康志向の浸透等により、症状の改善や発症年齢の引き上げ等が

考えられる。これらにより高齢者のライフスタイルが変化を遂げ、アクティブシニア

の増大につながることも想定される 11。 

また、「人生 100 年時代」を迎え、社会に積極的に関わっているアクティブシニア

が増加することが見込まれる。このことから、アクティブシニアのニーズに基づく新

たな市場の登場や、それによる消費活動が全体の消費を刺激するような、経済全体へ

のプラスの効果も見込まれる。 

 

２ 20 年後の地方消費者行政において予想される課題と展望 

【課題】 

生産年齢人口の減少により人手不足が深刻化する。そのため、行政に関わる人材の 

確保も困難になり、消費者行政職員数も減少することから行政サービスの供給制約

要因となるおそれがある。また、消費生活相談員をはじめとする消費者行政に関わる

専門人材の確保も困難になる等、様々な資源制約も見込まれる。消費者の高齢化、孤

立化、非対面化に伴う地域力の低下により、地域における課題の解決力が低下する。

こうしたことから、過疎地域や小規模市町村を中心とする地域において、消費者行政

に係る対応力が低下する可能性がある。 

  

                                                      
11 例えば、日本人の健康寿命は着実に延伸しており、2016 年では、男性 72.14 年、女性：74.79 年と

なっている。政府は、2040 年までに男女ともにこれを３年以上延伸し（2016 年比）、75 歳以上とする

ことを目指している。厚生労働省「健康寿命延伸プラン」参照。 
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【展望】 

ＩＣＴ・ＡＩ技術を消費者行政に効果的に取り入れ、活用することにより、多くの

消費者問題が解決される可能性がある。 

多くの地方においては、豊かな自然や伝統文化、民芸品等の魅力ある資源を有し、

安全安心な食品を供給する力を持っていることから、外国人を含む観光、人的交流の

更なる活性化や良質な消費活動の実践の場として期待される面もある。地産地消を

含むエシカル消費 12等に関する地方ならではのユニークな取組を継続・発展させるこ

とにより、健全な消費社会が構築され発展する可能性がある。地方消費者行政の充実

と健全な消費社会の発展から、ＳＤＧｓ 13の地方における更なる進展が期待される。 

 

３  消費者行政の重要性の更なる増大 

前述のとおり、単身世帯の増加による孤立化、匿名社会の広がり等により、消費者

は、一層、様々な消費者問題に直面する可能性がある。他方、人口減少等を背景に、

行政の人的・財源的制約はますます厳しくなる。これらを前提とし、将来を見据えて

消費者問題への対応策を検討し、新たな消費者行政の在り方を構築する必要がある。 

新型コロナウイルス感染症の世界的な規模拡大や地震・台風等の大規模災害の経験

を踏まえ、今後同様の緊急事態が発生する可能性に備え、こうした事態における、非

対面型社会に伴う孤立化の問題を含めた消費者問題に対応可能なインフラ整備を含

む体制を構築する等、消費者行政における危機管理体制を早急に構築すべきである。

また、新型コロナウイルス感染症の拡大は、デジタル情報化社会の進展を加速させ、

リモートによる仕事や交流、商品の購入やサービスの利用方法の変化等生活様式全

般に渡り多大な変化をもたらした。こうした変化に伴い消費者問題も変容すること

が考えられ、消費者行政施策の推進や消費者教育・啓発活動等によりこれらの問題に

適切に対応することが重要な課題となる。 

また、安全安心な消費者市民社会の実現に関連して、消費者教育・啓発活動や地産

地消を含むエシカル消費の重要性も一層高まっている。2030 年を目標年次としたＳ

ＤＧｓの理念を更に継続・進展させ、責任ある持続可能な消費と生産、安全安心な市

場を、国内において醸成することは必要不可欠となる。 

                                                      
12 エシカル消費（倫理的消費）とは、地域の活性化や雇用等を含む、人や社会・環境に配慮した消費行

動のことで、消費者それぞれが各自にとっての社会的課題の解決を考慮したり、そうした課題に取り組

む事業者を応援しながら消費活動を行うこと。 
13 持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals）。「誰ひとり取り残さない」持続可能で多様

性と包摂性のある社会の実現のため、2030 年を年限とする 17 の国際目標。2015 年９月の国際連合「持

続可能な開発サミット」で全会一致で採択。また、日本でも政府が実施方針を策定しており、地方は、

「ＳＤＧｓアクションプラン 2019」の骨子のひとつである「ＳＤＧｓを原動力とした地方創生、強靭か

つ環境にやさしい魅力的なまちづくり」の実施主体である。 
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加えて、我が国における 20 年後の高齢化率は４割程度に達すると見込まれている。

高齢者が生き生きと、アクティブシニアとして安全安心な消費生活を送ることがで

きる社会を実現することも、消費者行政が担うべき重要な政策課題である。 

安全安心な消費環境を国内において実現することは、我が国経済の発展にもつなが

るものであり、前述の状況を踏まえると、20 年後に向けて、消費者行政の重要性は

確実に一層増大する。消費者庁及び地方公共団体は、20 年後を見据えた消費者行政

の充実・強化へ向けた取組を直ちに行う必要がある。  
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第３ 20 年後の消費者行政が目指すべき姿 

10 年後、20 年後を見据え、そこから見えてくる課題を克服して消費者行政が目指す

べき姿は以下の通りである。 

 

１ 市町村、都道府県及び国が重層的に消費者の安全安心を守る消費者行政への転換 

人口減少、高齢化が急速に進展している 20 年後においては、一部の市町村では、

消費者安全法に規定されている相談、あっせん等の市町村の役割を単独で果たすこ

とが困難な状況となる。このため、20 年後には、身近な相談業務や見守り活動等 14

については引き続き市町村が中心になって担うこととしつつも、市町村、都道府県及

び国の役割を明確化し、市町村、都道府県及び国が有機的に連携し、それぞれが補完

し合う消費者の安全安心を重層的に守る行政体制へ転換している 15。 

20 年後には、消費者行政が国民の暮らしの安全安心を守る重要な行政分野の一つ

であるとの認識が共有され、地方公共団体における政策優先順位が高まり、その解決

策の模索について、必要に応じて市町村、都道府県及び国が一体となって取り組む枠

組みが構築されている。 

 

２ 新たな支え合い見守り合う地域社会への転換 

孤立する消費者や、認知症や障害のある脆弱な消費者等であっても安全安心に消費

生活を営むことができるよう、20 年後には、地方公共団体は、地域における安全安

心を守る視点で連携し、地域の様々な主体とつながりを持って隙間の無い見守り体

制が構築されている。 

市町村を中心とした地方公共団体は、消費生活相談員、地域の民生委員・児童委員、

消費者団体、ボランティア及び地域の課題に取り組む事業者とつながる。都道府県は

市町村におけるネットワークとつながり、様々なネットワークをつなげ補完するコ

ーディネート機能が構築されている 16。 

高齢者をはじめとする新たな担い手が、地域社会を支える活動を活発にし、そのよ

うなアクティブシニアが地方消費者行政と連携して問題解決にあたる地域社会や消

費者自身が互いに支え合う地域社会が形成されている。 

                                                      
14 消費者行政は、消費者からの相談を受けること、福祉や警察との連携、消費者教育等、対人サービス

に係るものであり、こうしたサービスは住民に最も身近な市町村が担うことがふさわしいとされてい

る。 
15 「2040 年頃から逆算し顕在化する諸課題に対応するために必要な地方行政体制のあり方等に関する答

申（総務省「第 32 次地方制度調査会」）」においても、「市町村の規模・能力は一層多様になる傾向にあ

り、都道府県による市町村に対する補完・支援の役割について、これまで以上にきめ細やかな補完・支

援の必要性がある」という趣旨の記載がある。 
16 「2040 年頃から逆算し顕在化する諸課題に対応するために必要な地方行政体制のあり方等に関する答

申（総務省「第 32 次地方制度調査会」）」においても、「多様な主体が、組織の枠を超えてサービスの提

供や課題解決の担い手として一層関わっていくことが必要」という趣旨の記載がある。 
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３ 複雑多様化した消費者問題から自らを守ることのできる消費者市民社会の形成 

（１）安全安心な市場 

消費者市民社会の環境面として、20 年後には、インターネットや実店舗等どこ

で購入しても安全安心な市場が醸成されている。 

高齢者は弱者として捉えられがちであるが、65 歳以上を高齢者とすると、20 年

後においては、ＩＣＴに慣れ親しんでいる現在 45 歳の人が高齢者となる。また、

「人生 100 年時代」に突入し、平均寿命・健康寿命ともに延伸傾向にあることを考

えると、20 年後においては、健康で社会に積極的に関わる高齢者、いわゆるアク

ティブシニアが増加することが予想される。そのため、アクティブシニアは活動的

な消費者として自由な消費活動を行い、経済を活性化する存在になっており、高齢

者にとっての安全安心な市場が醸成されている。 

コロナ禍を乗り越えた後は、観光・ビジネス、就学・就職・研修等様々な目的で

訪日又は長期滞在する外国人が増加することが予想されることから、日本人と同様

に安全安心な消費生活を営むことができるよう、外国人にとっても安全安心な市場

となっている。 

新型コロナウイルス感染症の拡大は、リモートによる仕事や交流、商品の購入や

サービスの利用方法の変化等生活様式全般に渡り多大な変化をもたらし、こうした

変化に伴う消費者問題の変容にも対応できる消費者行政の体制が整備されている。

また、消費者団体、事業者、ボランティア等における、自発的な地域への貢献意識

や互助意識 17が醸成され、各主体と行政との円滑な協力体制が構築されている。 

安全安心な市場においても、消費者被害の発生は予想される。消費者問題が多様

化・複雑化・高度化・グローバル化していく中でも、適切かつ迅速に被害に対応で

きるよう、被害救済制度が整備され、また、悪質事業者に対する法執行が強化され

ている。 

 

（２）自立した消費者による消費者市民社会 

消費者教育推進法では、消費者市民社会について、「消費者が、個々の消費者の

特性及び消費生活の多様性を相互に尊重しつつ、自らの消費生活に関する行動が現

在及び将来の世代にわたって内外の社会経済情勢及び地球環境に影響を及ぼし得

るものであることを自覚して、公正かつ持続可能な社会の形成に積極的に参画する

社会」と定義している。20 年後にはこうした理念が実現された社会となっている。 

適時適切な消費者教育を受けて育った若年層が、自立した消費者に成長し、消費

者市民社会の一員として、ＩＣＴ・ＡＩ技術のめざましい進展についての助言・啓

発等を通じ中年層とともに高齢者の活動をサポートしている。 

                                                      
17 被災者に対する支援活動や新型コロナウイルス感染症拡大下における医療機関等への支援活動等。 
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消費者は、2030 年を目標年次としたＳＤＧｓの展開や地産地消を含むエシカル

消費等を意識した賢い消費行動をとることが健全な市場形成、社会発展を促進し、

最終的に複雑多様化した消費者問題から自らを守ることにもつながることを意識

しながら、主体的に行動する社会となっている。 

 

（３）高齢者も担い手として支える消費者市民社会 

20 年後には、アクティブシニアが消費者として活発に活動すると同時に、高齢

者が生産者、労働者として社会と関わりを持ち続け、長年の知見を活かしながら消

費者の安全安心を見守る側としても活躍する等、地域社会を支える活動に活発に参

画し、地方消費者行政と連携して問題解決にあたっている。 

高齢化が進む我が国では、消費者分野においても世界でいち早く様々な問題に直

面していると言える。高齢者の活躍を推進し、アクティブシニアによる先進的事例

を生み出し、消費者分野を含めた世界の高齢者問題を解決する主導的立場を目指す。 

 

（４）安全安心な市場と自立した消費者を支えるＩＣＴ・ＡＩ技術 

ＩＣＴ・ＡＩ技術により、20 年後には、以下のような安全安心な消費生活が構築

されている。 

・消費者が主体的に、かつ簡単に情報を得られる。 

・消費者被害の未然防止、被害回復に役立つ情報に自然と触れられる。 

・多様化・複雑化・広域化・グローバル化する消費者を狙う悪質商法に迅速な対

応がなされている。 

・市場が常時モニタリングされ、安全安心に市場が機能する状態が保たれている。 

・遠方に居住する消費者についても行政や消費生活相談員等に対して速やかか

つ容易に相談できる。 

・リモートアクセス・ＷＥＢ情報の利活用 18等により、消費者教育・啓発活動が

補完され強化されている。 

・消費者、事業者、行政がそれぞれ双方向で、情報を提供・発信、交換し、支え

合う社会に進展している。 

なお、新型コロナウイルス感染症拡大は、社会全体に深刻な状況をもたらしたが、

リモートワークやＷＥＢ会議の実施等を通じデジタル情報化社会の普及スピード

を一気に加速させ、将来のデジタル情報化社会にも大きな影響を与えている。 

  

                                                      
18 例えば、ＷＥＢに公開されている全国に共通する消費者問題啓発用データに地域の情報を取り込むこ

とにより地域版の啓発データにリニューアルし利活用すること等。 
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４ 感染症、自然災害等危機下において消費者の安全安心が確保された社会の実現 

新型コロナウイルス感染症や大規模自然災害等により、消費者行政が対応すべき新

たな課題、局面が出現している。このため、消費者行政は「危機管理」の側面からも

一層重要となる。 

感染症、自然災害等の危機下において、消費者保護、消費者支援、地域とのつなが

りが維持・確保され、消費者を孤立させない社会、危機下において発生が予想される

消費者問題を未然に防ぐことができる社会等、今後同様の感染症や自然災害等の発

生に備え、消費者の安全安心が確保された社会が実現している。 

 

５ 安全安心な消費生活を守る持続可能な消費生活相談体制の実現 

20 年後には、都市部や過疎地域等地域を問わず、いつでも誰でも、安心して相談

できる体制が構築されている。同時に、新型コロナウイルス感染症で経験したような

社会情勢の危機的変化にも柔軟に対応できる相談体制が構築されている。 

地方公共団体においては、多様化・複雑化・高度化・グローバル化する消費者問題

に対し、相談から解決までの一貫した対応力が整備されており、警察との連携や、Ａ

ＤＲ、訴訟を見据えた対応を行う各分野の専門家との連携、国境を越える消費者問題

についても対応できる状況にある。 

国においては、多様化・複雑化・高度化・グローバル化する消費者問題への高度な

対応が可能となる体制が整備されている。 

 

６ 目指すべき姿を実現するための社会的資源の確保、活用の実現 

消費者行政が目指すべき姿を実現するため、20 年後には、政策の優先順位が明確

化されるとともに必要な社会的資源（財源、人材等）が確保され、有効に活用されて

いる。財源、人的資源等様々な資源を行政だけで調達することは難しいことから、民

間を含む多様な担い手が協力している。  
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第４ 目指すべき姿の実現に向けた対応策 

１ 消費者行政主体の役割の変化と連携の強化 

【基本的な考え方】 

高齢者人口がピークを迎える 2040 年頃には、人口減少等からの資源制約の下、市

町村によるこれまでと同様のフルセットによるサービスの提供は成り立たない可能

性があり、市町村は、消費者問題だけを切り取らず、寄り添い型の総合型行政の対応

を行い、分野横断的に情報を共有し、消費者問題に関わる異変があれば消費生活セン

ター等につないでいく仕組みを作る必要がある。 

市町村をサポートする都道府県の役割が更に重要かつ必要不可欠となるが、都道府

県においても、市町村同様に財政制約や働き手の減少が懸念され、消費者安全法に規

定されている市町村相互間の連絡調整及び市町村に対する技術的援助、広域的な見

地からの消費生活相談対応、情報収集、住民に対する情報提供等を十分に実施できな

くなる可能性がある。消費者安全法や地方自治法において、都道府県には広域的な事

務を担うことや市町村を補完する役割があるものの、将来、都道府県においてその機

能が十分に発揮されるよう、高齢者人口がピークを迎える 2040 年頃を見据え、市町

村、都道府県、国の役割を明確化しつつ、それぞれの機能を、より強化する必要があ

る。 

消費者に最も近い市町村は、消費者行政部門が福祉、保健医療、警察、教育等関連

する他の行政分野と連携し、消費者行政が総合的・効果的に執行される総合型行政を

行う。都道府県は、市町村に対する補完、支援を強化し、専門性を高め、全体を調整

する機能を強化する。国は、それぞれの役割を明確にした上で、重層的な行政体制を

構築していく。 

 

【取組の方向性】 

〇市町村は、地域住民に近いところで安全安心な生活を確立する総合型行政の主役

となり、福祉、保健医療、警察、教育等関連する他の行政分野と連携し、現場レ

ベルの対応を総合的に行う体制を構築することが望ましい。＜つながる行政＞ 

市町村は、総合型行政化を進めつつ、より質の高い見守りや啓発活動等を実現す

るため、地域の消費者団体、学生、民生委員・児童委員、自治会、生活協同組合

や地域の課題に取り組む事業者等とつながる。同時に各主体を効果的につなげ、

消費者安全確保地域協議会を更に発展させ、地域コミュニティの再構築の視点を

持ち、公共私の連携を一層深めることが望ましい。＜つなげる地域＞ 

〇都道府県は、市町村に対する補完、支援を強化し、専門性を高め、全体を調整す

る機能を強化していくことが望ましい。また、都道府県は、広域的な相談体制等

の構築を支援することが望ましい。＜広域連携の更なる推進＞ 

〇消費者庁及び地方公共団体は、身近な相談業務や見守り活動、地域での教育・啓

発活動等は引き続き市町村に置きながら、市町村、都道府県、国がそれぞれの役
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割を踏まえつつ、有機的に連携し、補完し合う重層的な体制の構築を進め、行政

の対応力を強化する。＜重層的な消費者行政体制の強化＞ 

〇「つながる行政」「つなげる地域」「広域連携の更なる推進」「重層的な消費者行政

体制の強化」「専門的な消費者問題への対応（後述）」等の取組にあたり、各ステー

クホルダーの連携を推進するため、都道府県及び市町村は、地域の実情に応じた形

で、コーディネート機能を強化することが望ましい。既存の広域消費生活センター

の発展的な活用、地域の見守りの中心的な役割を担う機関等がコーディネート機

能を担う等、地域の実情に応じた形で、取組を進めることが望ましい。 

〇消費者庁は、都道府県及び市町村のコーディネート機能の強化に向け、情報提供

等による支援を行い、財政的な支援についても検討する。 

〇将来的に、消費者庁は、地方公共団体と連携しつつ、「消費者行政コーディネート

センター」 19構想を推進し、地方公共団体における、消費者行政の推進に関わる

ことをコーディネートする機能を抜本的に強化する。 

〇「消費者行政コーディネートセンター」は、消費者行政に関わりのある多様なス

テークホルダー（福祉、保健医療、警察、教育、消費者団体、学生、民生委員・

児童委員、生活協同組合等）のつなぎ役となる機能を持つ。また、広域連携の推

進、専門的な消費者問題への対応の仕組みづくり等に関わることをコーディネー

トする役割を担う。そこには、消費生活相談員（エキスパート） 20が属し、コー

ディネート機能を発揮し、市町村等が行うコーディネートの支援を行うことが望

ましい。 

＜期待される効果＞ 

・地域の様々な行政分野や地域の団体等とつながることにより、消費生活相談網（ア

ンテナ機能）を拡大・充実化し、支援が必要な消費者を取りこぼさずに発見する。 

・地域の様々な行政分野や地域の団体等とつながり、つなげることにより、高齢者か

ら若年者まで全ての世代に消費者教育・啓発を行き届かせる。 

・公共私の協議・連携・調整の場となり、効果的・効率的な連携を行う。 

・国と地方公共団体双方向のつなぎ役・潤滑油として機能することにより、効果的・

効率的な消費者行政体制を強化・維持する。 

 

２ 新しい消費者問題への対応力の強化 

【基本的な考え方】 

消費者問題が多様化・複雑化・高度化・グローバル化していく中で、都市部や過疎

地域等を問わず、いつでも誰でも、安心して相談でき、かつ適切・迅速に消費者被害

                                                      
19 消費生活相談業務等を行う、消費生活センターを組織することを想定したものではない。 
20 指定消費生活相談員の活用も考えられる。 
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に対応でき、同時に、新型コロナウイルス感染症で経験したような社会情勢の変化に

も柔軟に対応できる相談・被害救済体制を整備していくことが必要である。 

このため地方公共団体は、多様化・複雑化・高度化・グローバル化する消費者問題

に対し、相談から問題解決までの一貫した対応力を備えるため、各分野の専門家と連

携した対応を行うことが必要である。 

国においては、多様化・複雑化・高度化・グローバル化した消費者問題への高度な

対応が可能となる体制の構築・整備を地方公共団体とともに進めていく必要がある。 

 

【取組の方向性】 

〇都道府県は、市町村単独では解決が困難な相談に対応するため、市町村の相談窓口

や消費生活センターの消費生活相談員、弁護士、消費者団体等必要な関係者と連携

し、問題を解決する実践的な対応力を備えた体制を構築・整備することが望ましい。

＜専門的な消費者問題への対応＞ 

〇消費者庁は、都道府県が行う、地方公共団体における専門的な消費者問題に対応す

るための体制づくりを支援する。そのため、地方公共団体において参考となるよう

な、先進的な取組事例 21をモデルとして示すことも考えられる。 

＜期待される効果＞ 

・市町村・広域消費生活センター単独では対応の難しい多様化・複雑化・広域化・グ

ローバル化した新しい消費者問題等について、隙間なく、適切に被害回復すること

を目指した消費者保護体制を構築・強化する。 

 

３ 新しい消費者市民社会の形成に向けた対応策 

（１）安全安心な市場を醸成するための仕組みづくり 

【基本的な考え方】 

消費者市民社会の形成に向けて、インターネット取引を含む安全安心な市場を醸

成していく必要がある。安全安心な市場とは、①行政からの情報提供や消費者間の

情報交換を通じて消費者が的確な情報を簡易かつ速やかに入手することができ、悪

質な商品・サービスに騙されず自らを守ることができる、②消費者が被害に遭った

場合でも被害救済制度により適切かつ迅速に対応される等、消費者が安全安心に利

用できる市場である。こうした市場が醸成されることにより、悪質な商品・サービ

スが市場から排除されるとともに、良質な商品・サービスが市場に広がることが期

待される。 

安全安心な市場の実現には、市場で活動する事業者や暮らしの安全安心を支える

消費者団体等の協力も重要であり、消費者庁や地方公共団体は、これらとの協働を

                                                      
21 取組事例として、例えば京都・消費者あんしんチームの取組が参考となる。京都・消費者あんしんチ

ームの取組の詳細については、第 23 回地方消費者行政専門調査会山田委員提出資料参照。 
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一層進め、事業者や消費者団体等による消費者問題への取組を促進することが必要

である。消費者志向経営に取り組む事業者であることを市場にアピールする取組を

さらに推進することや、例えば特定非営利活動法人キッズデザイン協議会のキッズ

デザイン賞 22のような、子どもや高齢者等配慮を要する消費者に優しい商品・サー

ビスであることを消費者が認識できる民間主体の表彰制度や取組を行政が応援す

るというような取組も考えられる。 

また、消費者間の情報交換については、これまで、行政が消費生活相談等を通じ

て情報を収集し、行政から消費者等へ情報を提供する形式が中心となっていたが、

Society5.023時代には、消費者に十分な情報があることが重要であり、消費者自ら

も発信する側に立ち、消費者間の情報交換を通じて、消費者自身が見守り合い、互

いに支え合う社会を構築していくことも重要である。 

 

【取組の方向性】 

〇消費者庁は、公共私の連携の観点から、国民生活センターや地方公共団体と連携

し、事業者や消費者団体等の協力を得ながら、消費者自身が情報を発信し、交換

できる情報交換の場＝プラットフォームの構築に取り組む。利用者が様々な情

報を自由に発信するＳＮＳや、商品・サービスあるいは店舗等について利用者が

情報交換や評価等を行うサイトがあるが、消費者行政分野に関しては同様のプ

ラットフォームが存在しない。消費者間等において、ある程度自由な情報交換が

可能となる双方向のプラットフォーム「消費生活情報プラットフォーム」が構

築・醸成されるような取組を進め、日常的に利用されるような仕組みづくりに取

り組む。また、「消費生活情報プラットフォーム」においては、国民生活センタ

ーや「消費者行政コーディネートセンター」等が情報発信を行うだけでなく、消

費者からの情報発信や意見表明もできるようにする等、消費者行政と消費者と

の間の双方向のコミュニケーションを目に見える形のものとする。 

＜「消費生活情報プラットフォーム」の基本的な機能＞ 

・行政（消費者庁、国民生活センター、消費生活センター等を含む）からの注意喚

起情報等を、消費者が見ることができる情報共有機能を持つ。 

・消費者からの一般的な質問や、それに対する行政からの回答等を、他の消費者等

が見ることができる情報共有機能を持つ。 

                                                      
22 ①子どもたちの安全・安心に貢献するデザイン、②子どもたちの創造性と未来を拓くデザイン、③子

どもたちを産み育てやすいデザインの３つを基本コンセプトに、それぞれの部門で表彰している。詳細

は、第 26 回地方消費者行政専門調査会特定非営利活動法人キッズデザイン協議会提出資料参照。 
23 サイバー空間とフィジカル（現実）空間を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題

の解決を両立する、人間中心の社会（Society）。 
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・消費者と行政、消費者と地域の消費者団体等、消費者と地域の事業者等、消費者

同士等、消費者市民社会を支える様々な主体が情報交換できる双方向のコミュニ

ケーションネットワークとしての機能を果たす 24。 

〇消費者庁は、消費者被害に適切かつ迅速に対応できる被害救済制度を強化する。

消費生活相談窓口におけるあっせん業務や特定適格消費者団体による被害回復

制度等の現在の仕組みの一層の充実に取り組むとともに、事業者団体やオンライ

ンプラットフォームによる補償制度や監視体制の構築等、事業者とともに安全安

心な市場の構築に一層取り組む。 

 

（２）自立した消費者を育成するための消費者教育・啓発活動の推進 

【基本的な考え方】 

消費者市民社会の形成には、消費者が自ら安全安心な商品・サービスを選別でき

るよう自立・成長していくことが必要である。また、消費者の行動が変わることで、

ＳＤＧｓの目標達成につながることや、事業者の行動も変わる可能性があることを

自覚できる消費者となるよう消費者教育や啓発活動を一層推進していくことが不

可欠である。 

消費者行政においては、小学校・中学校・高等学校等の学校教育をはじめとして、

ライフステージに応じた消費者教育・啓発活動を進めてきたが、他方で、20 年後

に向けて消費者問題が多様化・複雑化・広域化・グローバル化することが想定され

ることから、今後は消費者問題の進展のスピードに合わせた対応が一層重要となる。

消費者庁は、関係行政機関や地方公共団体、消費者団体、事業者等とも連携して、

時代を先導する消費者教育・啓発活動を全国的に展開していくべきである。例えば、

消費者の主体的な行動を促すような実践的内容を強化する等、教育・啓発内容の継

続的な充実化や、消費者分野の専門人材の育成を強化する教育課程の充実化等が考

えられる。 

また、新型コロナウイルス感染症拡大を受けて、危機下においても教育・啓発を

誰もが受けられるような環境整備が急務となっているが、消費者教育・啓発活動に

おいても積極的にオンライン化を推進することが求められる。その際、オンライン

化は危機下における対応のためだけでなく、学生から高齢者まで生涯学習の一環と

して消費者教育を受けやすくするといった、平常時の学習機会を増加させる目的を

も考慮する必要がある。環境整備とともに、学習教材の充実も重要である。優良な

教材が多くの教育・啓発の現場で使用される仕組みを一層拡大することが求められ

る。 

                                                      
24 運用に当たっては、個人情報（消費生活相談員の特定につながる情報含む）、事業者の誹謗中傷、誤っ

た情報や悪意のある情報等は排除や是正されるようなルールづくりや管理等を行う必要がある。 
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さらに、誰もが等しく豊かな消費生活を営むことができ、ＳＤＧｓの目指す「誰

一人取り残さない」持続可能な消費者市民社会を、ＳＤＧｓの目標年次である 2030

年までに実現し、かつ継続・進展することを目指し、エシカル消費の普及・啓発に

も力を入れることが重要である。 

 

【取組の方向性】 

〇消費者庁は、自立した消費者の育成において、消費者教育・啓発活動が重要な役

割を担うことに鑑み、関係行政機関や地方公共団体、消費者団体、事業者等と連

携し、あらゆる世代における消費者教育・啓発活動について、新たな消費者問題

の出現に配慮し、ＳＤＧｓを意識したエシカル消費等、時代に即し、充実した内

容となるようコンテンツの更新に継続的に取り組む。 

〇消費者庁は、関係行政機関と連携し、専門学校・大学・大学院において、専門的

な教育課程を充実させることを検討する。例えば、消費者分野に関連する知識を

集中的に習得し、模擬相談対応等の実践経験を十分に積めるカリキュラムとする

ことが考えられる。そのための指導者育成の支援も行う。各教育機関は消費者教

育の充実のために、生涯学習の機会拡大に努めることが望ましい。 

〇消費者庁は、関係行政機関と連携し、幼児教育・初等中等教育における体系的で

一貫した消費者教育の取組を更に進め、早い段階からの消費者市民社会の構成員

としての成長を目指す。 

〇消費者庁及び地方公共団体は、事業者とその従業員が、社会貢献活動として消

費者市民社会を形成する取組へ参加することを促進する。例えば、認知症サポ

ーターのように、幅広い層に消費者行政についての理解を促進し、賛同者や担

い手を増やすような従業員向けの講座・研修メニューを作成し普及するととも

に、地域の見守り活動への参加機会を提供する。 

〇消費者庁は、地方公共団体と連携し、高齢者がアクティブシニアとして消費者

分野の担い手として活躍できるように、高齢者の学びの機会に消費者教育を更

に積極的に取り入れる。例えば、いわゆる高齢者大学等での消費者教育の充実等

が考えられる。 

〇消費者庁及び地方公共団体は、関係行政機関と連携し、居住地や社会情勢等に左

右されずに、あらゆる世代の消費者分野に関する学習機会を十分に確保するため、

オンラインによる教育・啓発に関する環境整備を一層進める。同時に、消費者庁

は、消費者教育ポータルサイトを発展させ、地方公共団体や消費者団体等が制作

している教材や啓発資料等を集約し、全国的に共有する教材ライブラリを充実さ

せる。その際、優良な教材が豊富に揃い、広く共有されるように、地方公共団体

や消費者団体等の積極的な登録を促進することが求められる。 

これらの取組を、例えば「消費生活オンラインスクール」とし、教育・啓発環境

の整備を推進する。 
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（３）消費者自身が見守りの担い手として活躍する社会の構築 

【基本的な考え方】 

消費者市民社会では、地域社会における消費者被害の防止や早期発見、問題・課

題に適切に対処する力を高めるため、消費者自身も見守りの担い手として活躍する

社会を構築することが重要である。そのためには、幅広い世代の消費者が知識を身

に付けることや、知識や経験豊富な高齢者が見守りの担い手として活躍すること等

により、多様な世代が互いに支え合い、見守り合う地域社会を構築していくことが

必要である。 

さらに、（１）でも述べたように、消費者問題に関わる情報については、消費者

が十分な情報を得ることを可能とし、それを「消費生活情報プラットフォーム」等

で共有することにより、消費者が互いに支え合い、見守り合う仕組みの構築も必要

である。 

また、このような地域社会を実現するため、「消費者行政コーディネートセンタ

ー」が推進役となり、民生委員・児童委員、消費者団体、地域の課題解決に取り組

む事業者、行政等、地域の様々な主体が連携する地域コミュニティを再構築してい

くことも重要である。 

 

【取組の方向性】 

〇消費者庁及び地方公共団体は、消費者が消費者としてだけでなく見守りの担い手

としても活躍する地域社会を構築するため、様々な支援を行うことが望ましい。

例えば、見守りの担い手としては、知識や経験が豊富な高齢者の活躍が期待され

るため、高齢者が消費者分野における地域社会の見守り役として貢献できるよう

な仕組みや教育体制を整備することが考えられる。その際、消費者安全法に規定

された消費生活協力員・協力団体の仕組みを活用する等、地方公共団体の実情に

応じ、「消費者見守りサポーター」としてアクティブシニアの活躍を推進するこ

とが望ましい。 

〇消費者庁及び地方公共団体は、消費者団体等と協力し、消費生活相談員等が「消

費生活情報プラットフォーム」等へ参画し、消費者問題に関する情報の発信・拡

散や、被害に遭った消費者の悩みに回答する等、インターネット上での見守りや

情報提供に取り組むよう支援する。これにより、消費者自身が見守りの担い手と

して活躍するモデルを消費者に示し、見守りの文化を醸成していく。 

〇消費者庁及び地方公共団体は、事業者とその従業員が、社会貢献活動として消

費者市民社会を形成する取組へ参加することを促進する。例えば、認知症サポ

ーターのように、幅広い層に消費者行政についての理解を促進し、賛同者や担

い手を増やすような従業員向けの講座・研修メニューを作成し普及するととも

に、地域の見守り活動への参加機会を提供する。（（２）【取組の方向性】再掲） 
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〇本業を通じて地域の課題に取り組む事業者との連携を積極的に行うことも考え

られる。事業者が地方公共団体と協働して高齢者見守り活動 25や、地域包括ケ

アに関わる取組 26を行う事例があり、今後、このような事業者の発掘・育成に

取り組むことにより、見守りの担い手を拡大し、より質の高い見守りや啓発活

動等を実現することが期待される。 

 

（４）高齢者が活躍する社会の構築 

【基本的な考え方】 

 高齢者の知識や経験を様々な取組に活かすことが期待される。例えば、自ら商品・

サービスを利用した際に得た気づきや学びを発信し、高齢者による市場のモニタリ

ング組織を構築する等、被害防止の役割を自ら担う存在となることや、地域の啓発

役を務めることも考えられる。そのため、高齢者が活躍できる社会を構築する必要

があり、行政には高齢者を支援することが求められる。その際、高齢者だけが活動

主体となるのではなく、若年層を含む幅広い世代が連携して消費者を支える仕組み

とすることが重要である。 

 高齢者が生き生きと活躍する取組を検討する際には、近年研究が盛んになりつつ

あるジェロントロジー 27の動向も注視する必要がある。消費者分野からアクティブ

シニアの活躍を推進することで、全ての人が安全安心な消費生活を送ることができ

る社会を世界に先駆けて実現できるよう、取組を実施していくことが求められる。 

 

【取組の方向性】 

〇消費者庁及び地方公共団体は、高齢者が活躍できるよう、高齢者と他の世代との

連携や、高齢者と事業者等とのマッチングを後押しする等、支援をすることが望

ましい。例えば、最新のＩＣＴ等の知識を有する若年層と、知識と経験が豊かな

高齢者が、それぞれの長所を活かしてモニタリングを効果的に実施できるような

組織を支援すること、事業者等に活躍の場を設置するよう働きかけマッチングを

コーディネートすること等が考えられる。 

                                                      
25 地方公共団体と協働の高齢者見守り活動は、株式会社イトーヨーカ堂が行っている。詳細は、第 26 回

地方消費者行政専門調査会株式会社イトーヨーカ堂提出資料参照。 
26 地域包括ケア等を地方公共団体と連携して担うことも目指した取組は、ヤマトホールディングス株式会

社が行っている。詳細は、第 27 回地方消費者行政専門調査会ヤマトホールディングス株式会社提出資料

参照。 
27 Gerontology（老年学、老人学、加齢学）。高齢化という課題を前に、医学のみならず、工学、経済

学、心理学、社会学、法学等の研究者が分野横断的に連携しながら超高齢化社会のあるべき形を探って

いく研究のこと。 
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〇消費者庁は、地方公共団体と連携し、いわゆる高齢者大学等の高齢者の学びの機

会に消費者教育を更に積極的に取り入れ、高齢者が消費者分野の担い手として活

躍することを支援する。（（２）【取組の方向性】再掲） 

 

（５）Society5.0 を前提としたＩＣＴ・ＡＩ技術等の活用 

【基本的な考え方】 

総務省による調査 28によれば、ＡＩを業務で導入している（実証実験を含む）都

道府県は約 36％、指定都市は約 60％、その他の市区町村は約４％で、ＡＩの導入

が進みつつあることが分かる。しかし、ＡＩの導入状況を分野別にみると、消費者

保護分野における取組は十分とは言い難い。 

現状、地方公共団体においては、スマート行政が進展している地域においても消

費者行政に活用されているケースは少ない。他方で、消費者行政への活用が考えら

れるものは十分存在している。 

大きな投資が必要となることが多いＩＣＴ・ＡＩ技術等において、地方公共団体

の消費者行政部門が単独で開発・維持していくことは現実的ではない。地方公共団

体内の他の行政分野（スマートシティ推進部門や産業振興部門等）が持っているＩ

ＣＴ・ＡＩ技術等のリソースを点検・発掘し、それを消費者行政においても積極的

に利用していくことを考えるべきである。 

加えて、ＩＣＴ・ＡＩ技術等に関わる投資を誰が何にどのように投資していくの

か、将来に向けて今実施しておくべきことは何かという視点で、国と地方公共団体

において、効率的・効果的な投資の検討を進める必要がある 29。 

消費者庁は、消費者行政の現場におけるＩＣＴ・ＡＩ技術等の活用のモデルとな

る取組の発掘と全国展開等を推進していく必要がある。さらに、予測することが難

しい将来の技術発展に対し適時適切に対応できるように、消費者行政におけるＩＣ

Ｔ・ＡＩ技術等の専門人材の確保や職員育成の在り方についても検討を進める必要

がある。 

ただし、ＩＣＴ・ＡＩ技術等の活用には、同時に生じるデメリットやセキュリテ

ィ等の問題が存在することにも目を向けつつ、対応していくことも必要である。例

えば、サイバーセキュリティへの対応、情報の活用と個人情報の保護とのバランス

の問題、情報弱者となりやすい一部の高齢者や若年層等への配慮、オンラインプラ

ットフォーム取引と関わりのある課題への対応等、ＩＣＴの活用に伴う消費者問題

について、十分に検討・配慮しながら活用を推進していく必要がある。 

                                                      
28 総務省自治行政局行政経営支援室「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」

（2019 年５月）参照。 
29 この点については、「2040 年頃から逆算し顕在化する諸課題に対応するために必要な地方行政体制の

あり方等に関する答申（総務省「第 32 次地方制度調査会」）」においても、2040 年を見越し「行政のデ

ジタル化について」将来に向けた議論が進められ、ＩＣＴ基盤の全国利用・共同利用について国が一定

の役割を果たす意義について触れられている。 
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【取組の方向性】 

〇地方公共団体が消費者行政でのＩＣＴ・ＡＩ技術等の活用を検討・推進していく

上で、消費者庁による支援は重要であり、消費者庁は、消費者行政に活用可能な

ＩＣＴ・ＡＩ技術等の事例の提示やモデル事業の推進等、ＩＣＴ・ＡＩ技術等の

活用に向けて地方公共団体を支援する。ＩＣＴ・ＡＩ技術等には大きな投資と専

門的な知識が必要となるため、地方の消費者行政現場が自ら検討・推進していく

のは難しい点も多いため、地方公共団体を支援すべきである。 

〇消費者庁は、関係行政機関とも連携し、地方公共団体におけるＩＣＴ・ＡＩ技術

等への重複投資を避けるため、まとめて開発・管理した方が効率的であるＩＣＴ・

ＡＩ技術等を選定し、全体を取りまとめて開発・管理し、地方公共団体へ提供す

る。例えば、消費者への情報発信用のアプリケーション等は教育・啓発に欠くこ

とのできないツールであり、このようなアプリケーションの開発は地方公共団体

が個々に行うよりもまとめて行った方が効率的である。また、消費者庁が地方公

共団体へ提供するＩＣＴ・ＡＩ技術等は、大きなシステム開発を伴うものに限る

必要はなく、例えば消費者向けに発信する情報に使用する挿絵・図等のコンテン

ツのように、巨額の投資を必要としないものからでもまずは提供・支援を開始す

ることが望まれる。これらのコンテンツは、各地方公共団体の消費者行政現場で

重複して作成しているケースが多々あるため、国によるコンテンツの作成・収集・

管理が望まれる。 

〇消費者庁は、ＰＩＯ－ＮＥＴに登録された情報のオープンデータ化等、ビッグデ

ータとしての消費生活相談情報の利活用を推進する。消費生活相談員によって

ＰＩＯ－ＮＥＴへ登録された情報は、消費者行政における基盤となるデータで

あり、現在もその情報に基づき消費者政策の企画・立案や法執行、消費者に対す

る注意喚起等が行われている。基盤データを行政だけが独占して使用するので

はなく、新型コロナウイルス感染症対策等様々な分野でビッグデータが活用さ

れているように、官民が協力して消費者等に向けた注意喚起や情報発信に利活

用できるように環境整備を行う必要がある 30。限られた人員と財源で効率的・効

果的に消費者行政を行うためには、消費生活相談情報の分析や利活用において

行政以外の協力も得ることが重要である。ただし、個人情報や特定の事業者名等

保護されるべき情報は保護し、オープン化するデータ項目を精査する等、十分配

慮しながらオープンデータ化を推進する。 

〇消費者庁は、ＩＣＴ・ＡＩ技術等を活用した相談現場の業務支援策を検討・推進

する。例えば、ＡＩによる市場（インターネット上のコンテンツ等）のモニタリ

                                                      
30 消費生活相談情報の利活用の検討にあたっては、2017 年 8 月に消費者安全専門調査会で取りまとめら

れた検討内容も参考となる（消費者委員会「事故情報の更なる活用に向けた提言」）。同報告書には、Ｐ

ＩＯ－ＮＥＴに登録された消費生活相談情報について、テキストマイニングを利用したデータ分析結果

等を記載している。 
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ングによる消費者を狙う悪質商法の早期発見や、ＡＩによるＰＩＯ－ＮＥＴの

登録情報のモニタリングによる全国の消費者や消費生活相談現場への早期の情

報提供等も考えられる。ＡＩと人によるハイブリッド行政を志向した課題発見

ツール等を開発する。 

〇消費者庁及び地方公共団体は、将来のＩＣＴ・ＡＩ技術等の進展に適時適切に対

応できるよう、消費者行政における専門人材の確保や職員の育成の在り方を検

討する。世界中であらゆる分野においてＩＣＴ・ＡＩ技術等の専門人材の確保が

急務であるが、地方公共団体の消費者行政部門が単独で確保・育成することは難

しく、消費者庁のサポートが重要である。そのため、消費者庁が専門人材の確保

や職員の育成の在り方を検討するとともに、例えば、地方公共団体の消費者行政

担当部門がＩＣＴ・ＡＩ等の利活用を進めるにあたりどのように進めたら良い

か相談できる窓口の設置や、他の地方公共団体における取組や人材の紹介・交流

が可能な会議の開催等、消費者行政部門のＩＣＴ・ＡＩ技術等の活用を支援する

取組を一層推進する。 

〇地方公共団体は、団体内で活用又は活用予定のＩＣＴ・ＡＩ技術等を点検し、消

費者行政でも活用可能なものがないか検討することが望まれる。消費者行政部門

では活用されていなくても活用の可能性・有効性があるＩＣＴ・ＡＩ技術等を持

つ地方公共団体が現在でも数多く存在している。総合型行政化の推進とともに、

他の分野におけるＩＣＴ・ＡＩ技術等を点検し、消費者行政部門での活用が望ま

れる 31。 

〇消費者行政情報システムの構築と運用にあたっては、他の行政情報システムとの

連携を積極的に推進して効率的な展開を図る必要がある。情報通信分野における

技術革新の進展は速く、数年で陳腐化することから、消費者庁、国民生活センタ

ー、地方公共団体が連携してシステム更改を定期的に実施できる体制を検討する

ことが望ましい。 

〇消費者庁及び地方公共団体は、関係行政機関とも連携し、消費者のＩＣＴリテラ

シー向上のための消費者教育を強化する。また、ＩＣＴを十分に活用できない情

報弱者への配慮を行う。例えば、ＩＣＴのみでの情報発信等にならないよう他の

ツールやこれまでの電話・対面による消費生活相談窓口を引き続き運用する等の

配慮を行う必要がある。 

 

  

                                                      
31 消費者行政の現場においてＩＣＴが活用されているケースは少ないが、他の行政分野がすでに保有し

ているＩＣＴリソースには、消費者行政においても活用が期待されるものもある。例えば、福島県会津

若松市の取組「スマートシティ会津若松」は、目的を「健康や福祉、教育、防災、エネルギー、交通、

環境など、様々な分野で情報通信技術（ＩＣＴ）や環境技術を活用した取組を推進」としており、消費

者行政分野での活用も期待される。「スマートシティ会津若松」の取組については、第 27 回地方消費者

行政専門調査会会津若松市提出資料参照。 
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４ 感染症、自然災害等危機下における消費者の安全安心を確保する対応体制の構築 

【基本的な考え方】 

新型コロナウイルス感染症の拡大や、近年増加する大規模自然災害等の緊急事態

は、リモートワークの拡大やコミュニケーションの取り方の変化等、消費者に新しい

生活様式をもたらした。それに伴い消費者問題にも変容が生じており、直近では、日

用品・食品の買い溜め、慢性的なマスク・消毒液等の品不足や価格高騰、インターネ

ット上の不確かなニュースの拡散、また、甚大化する台風や集中豪雨、地震等の自然

災害に便乗した消費者問題 32が相次いで発生した。今後も、緊急事態に便乗して、消

費者問題が様々な形で生じることが考えられるため、現在の危機管理体制を更に強

化することが求められる。 

このような体制づくりは平常時から行う必要がある。市町村及び都道府県におい

ては、危機発生時にも見守りや被害救済等の取組が継続できるような体制を構築す

ることが求められる。また、危機発生時に自発的な助け合いが生まれるようなコミュ

ニティを平常時から育てておく必要がある。消費者庁には、危機下において、地方公

共団体への助言等を行うことや、消費者の混乱を招くような事業活動や消費者被害

をモニタリングし、迅速な対応が求められる。 

また、新型コロナウイルス感染症拡大の危機下においては、消費者間の接触が制限

されたことにより消費者が孤立し、必要な情報も得られにくい事態が生じた。国や地

方公共団体には消費者に必要な情報をいち早く提供する役割があるが、今回のよう

に日々変化する事態に対応しなければならない危機下においては、消費者が国や地

方公共団体だけに依存することには限界がある。行政からの情報提供に加えて、行政

と消費者との間の双方向の情報発信、消費者間による情報交換を通じ、迅速に情報を

入手し、適切な行動を取ることができるよう、互いに支え合うことも必要である。 

 

【取組の方向性】 

〇消費者庁及び地方公共団体は、緊急事態において発生した消費者問題にも対応で

きるよう、危機管理体制を強化する。特に、次の点を検討する。 

・消費者庁は、関係行政機関と連携して、消費者の混乱や消費者被害をもたらすよ

うな事業活動をモニタリングし、迅速な対応がとれるよう、危機下における法執

行体制の在り方について検討すべきである。 

・地方公共団体は、危機発生時にも見守りや被害救済等の取組が継続できるような

体制を整備することが望ましい。特に、業務継続計画や対応マニュアルの作成と

いった計画整備や、福祉や警察等の他の行政分野や消費者団体等の地域の担い手

と連携した、「緊急事態時の消費者問題に対応できる公共私のネットワーク」の

                                                      
32 住宅修理工事に関するトラブルや災害に便乗した悪質商法、停電によりスマートフォンの充電ができ

なくなり簡易充電器の品不足が生じたこと等。 
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整備が重要である。また、平常時からコミュニティの維持、あるいは機能強化に

向けた支援を行うことが望ましい。 

 

５ 持続可能な消費生活相談体制の構築 

（１）広域センター化の更なる推進等による消費生活相談体制の強化 

【基本的な考え方】 

高齢者人口がピークを迎える 2040 年頃には、行政においても人口減少等による

資源制約の下、消費者行政に関わる働き手の減少が懸念される。このため、市町村

によるこれまでと同様のフルセットによるサービス提供は困難となる可能性があ

る。市町村の消費者行政部門は、福祉や保健医療等と一体となった寄り添い型の総

合型行政を構築し、分野横断的に情報を共有し、消費者問題に関わる異変があれば

消費生活センター等につないでいく仕組みを作る必要がある。しかし、過疎地域や

小規模市町村等、単独で消費生活センターの設置が難しい場合には、地域の実情に

応じて広域センター化を進め、消費生活相談体制を維持・強化していく必要がある。

加えて、公共私の協働体制を含めあらゆる方策を、消費者生活相談体制の強化に向

けて検討していく必要がある。 

 

【取組の方向性】 

〇市町村は、過疎地域、小規模市町村等、地域の実情に応じ、相談体制の広域連携

による相談体制の維持・強化を図ることが望ましい。ただし、広域連携を進める

場合には、連携を委託した市町村における消費者行政への取組が低下することの

ないよう留意することが必要である。 

〇都道府県は、市町村による広域連携化の取組を推進・支援していくことが望まし

い。 

〇都道府県は、広域的見地が必要とされる相談対応を調整する等、市町村の相談員

をサポートしていく。 

〇消費者庁は、市町村が地域に密着した消費生活相談体制を維持できるよう、ＩＣ

Ｔ・ＡＩ技術の活用による消費生活相談窓口のモデルの作成や、導入に際し必要

な支援を行う。 

〇地方公共団体は、消費生活相談体制の充実・強化のために、委託や指定管理者制

度の活用を含めた公共私の協働体制について、必要に応じて選択肢として検討し

ていく。ただし、市町村は、消費生活相談窓口業務を外部委託する場合には、経

費削減のみを目的とした安易な外部委託ではなく、行政・民間の財源、人的資源、

ノウハウ等を有効活用し、相談業務の機能充実を図る視点から行うべきである。

加えて、外部委託後も単なるアウトソーシングとならないよう十分留意し、行政

が責任を持ってその業務内容を管理・維持していく必要がある。 
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〇消費者庁は、市町村や広域消費生活センター、相談業務の委託先や指定管理者と

なる消費者団体等の、育成・支援、委託に関するガイドライン 33について、経費

削減のみを目的とした安易な外部委託にならないよう、相談業務の機能充実を図

る視点から見直し、拡充を図っていく。 

 

（２）消費生活相談員の活躍の場の拡大 

【基本的な考え方】 

高齢者人口がピークを迎える 2040 年頃には、高齢化率は４割程度に達し、超高

齢化社会となること等により、見守りが必要な消費者が更に増加する可能性がある。

行政においては、人口の減少等から消費者行政に関わる働き手も減少することが懸

念される。消費生活相談窓口・消費生活相談員は、消費者行政において消費者に一

番近い存在であり、まさに消費者行政そのものと言える存在である。消費者行政に

とって必要不可欠な存在である消費生活相談員について、今後も確保に向けた取組

の継続や、更なる活躍の場の拡大を検討する必要がある。まずは、消費生活相談員

が担う業務の重要性を広め、業務内容の必要性について周知する必要がある。消費

生活相談員については、相談機能の充実と専門性強化の中で高度専門職として位置

付けていく必要がある。 

 

【取組の方向性】 

〇消費者庁は、消費生活相談員の働き方として、地域に寄り添い総合型行政化され

た中で充実した相談機能を担うことや、あっせん等を担う専門性を強化した高度

専門職として位置付けられること、消費生活相談員としての知見を活かして教

育・啓発活動の中心となること等多様な活躍の場の構築を一層進め、魅力ある職

業であることを更に発信していく。 

〇消費者庁は、都道府県と連携し、「消費者行政コーディネートセンター」における

消費生活相談員（エキスパート）の業務内容等のガイドラインを示す。また、都

道府県においては、消費生活相談員（エキスパート）の役割に相応しい処遇を検

討することが望ましい。 

 

６ 目指すべき姿を実現するための社会的資源の確保、活用 

消費者庁及び地方公共団体は、これまでに述べた基本的な考え方や取組の方向性に

沿って、今後の施策を検討する必要があるが、その効果を最大限引き出し、持続可能

なものとするためには、財源や人的資源による裏付けが不可欠である。 

                                                      
33 平成 26 年消費者安全法改正の実施に係る地方消費者行政ガイトラインにおいては、消費生活相談等の

事務の委託について、民間への委託の際の基準及び留意点が定められている。 
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今後、人口構造や社会情勢の変化等に伴い、消費者行政に係る財源や人的資源が限

られる中で、こうした裏付けを考えるにあたっては、行政資源の活用の在り方という

従来の議論に加えて、公共私を横断した多様な財源、人的資源の在り方という、社会

的資源の確保・活用といったより広い視野で検討を進めるべきである。 

 

（１）財源の確保 

【基本的な考え方】 

地方公共団体へのヒアリングでは、団体により差はあるものの、福祉、保健医療

等と比較すると消費者行政に係る施策の優先度が低いことが多いため、消費者行政

に十分に予算措置がされず、地方消費者行政強化交付金等の消費者庁による継続的

な財政支援を必要とする現状が見られた。 

このような状況から、引き続き消費者庁による地方消費者行政強化交付金等の支

援を継続していくべきという意見がある。これに対して、交付金は本来時限的な措

置にすぎないといった意見や、これら交付金等に依存した施策は交付期間の終了と

ともに取り止めとなり、施策の持続性に欠けるといった意見がある。また、使途が

特定された補助金の拡大は地方分権改革の流れに反するという意見もある。 

さらに、地方消費者行政の効果は、一つの地方公共団体にとどまらず国全体に及

ぶものであり、国が地方公共団体と連携して取り組むことが不可欠な面があるため、

地方消費者行政強化交付金等の消費者庁による交付金や国庫負担金による財政措

置が考えられるとの議論がある。例えば、消費生活相談員が入力するＰＩＯ－ＮＥ

Ｔ情報等の消費生活相談に係るデータは、国における消費者政策の企画・立案や法

執行等の基盤データとなっているため、消費者行政には国と地方公共団体が一体と

なって実施すべき面があると言え、地方公共団体の消費者行政機能の充実・強化の

ために消費者庁が財政支援を継続すべきである、という議論がある。これに対して、

国庫負担金化は、使途が特定された補助金から地方公共団体の一般財源への移行を

進めてきた消費者庁の財源の考え方の方向性と矛盾するとの見方がある。 

消費者庁による交付金や、国庫負担金といった使途が特定された補助金による財

政措置が可能であれば、即効性のある手段として有効だと考えられる。しかし、20

年後を見据えた際に、消費者行政の充実・強化のための取組を実現し、かつ、地方

分権の推進や地方自治の発展につながる中長期的な財源を実現することが必要で

ある。したがって、当面の消費者庁からの交付金等による財政支援の継続は必要で

あるが、地方公共団体の一般財源の充実に努めることが期待される。また、国や地

方公共団体が、公共私の連携の中で、例えばクラウドファンディングや基金等の民

間からの財源確保の方法も検討しながら、持続可能な財源を確保することを目指す

べきである。そして、市町村においては総合型行政化、都道府県においては補完、

支援、専門性、調整機能の強化、国においてはＩＣＴ・ＡＩ技術等の基盤整備とい
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った役割を明確化し、それぞれの役割、機能に応じた財源を充実・強化していくこ

とが必要である。 

 

【取組の方向性】 

〇消費者庁は、地方公共団体の消費者行政予算の充実に向けた取組を一層強化する。

例えば、消費者庁が 2018 年度に実施した地方消費者行政の充実・強化のための

地方消費者行政強化キャラバンのような直接対話する形式のほか、地方公共団体

の消費者行政部門が団体内部で重要性を説得できるようなデータや資料を消費

者庁が提供するといったことが考えられる。 

〇消費者庁は、公共私全体で消費者行政の重要性を共有するため、地方公共団体と

協力して、地域で活動する消費者団体や事業者等にもその重要性を広報する。 

〇消費者庁は、地方公共団体と協力して、市町村、都道府県、国それぞれの役割、

機能を踏まえた行政の取組を実施していくための財源の在り方を検討する。 

〇消費者庁及び地方公共団体は、公共私を横断した視点を持ち、公的な財源調達に

とどまらず、民間からの財源確保（例えば、クラウドファンディングや基金等）

も含めた財源確保の方策も検討する。 

 

（２）人的資源の確保、活用 

【基本的な考え方】 

消費者行政には、消費者行政職員や消費生活相談員、地方公共団体と連携して見

守りや教育・啓発活動等を行う消費者団体、ボランティア等様々な担い手が存在す

るが、生産年齢人口の減少とともにこれらの担い手は減少することが見込まれる。

５で述べた持続可能な消費生活相談体制を構築するためにも、消費生活相談に関わ

る人材を引き続き確保していけるよう更なる工夫が必要である。また、見守りや教

育・啓発活動の担い手として、高齢者、高校生や大学生といった学生等、事業者と

その従業員等、様々な人材を取り込んでいくことが考えられる。これらの人材の協

力を得るためには、消費者問題への関心を喚起していくことが重要である。 

さらに、組織や地域の枠を越えて人材をシェアしたり、消費者問題に関心のある

人材を新たに受け入れていく考え方も重要であり 34、例えば、民間と行政の間で人

材をシェアすることや、地産地消を含むエシカル消費等に関する地方ならではのユ

ニークな取組に関心を寄せる人材を、担い手として地域で受け入れていくことが期

待される。 

                                                      
34 「2040 年頃から逆算し顕在化する諸課題に対応するために必要な地方行政体制のあり方等に関する答

申（総務省「第 32 次地方制度調査会」）」においても、地域社会における多様な主体の連携・協働の基盤

として、人材が組織の枠を越えて地域社会で活躍できるような、民間人材と地方公務員の交流環境の整

備が重要であるとしている。 
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人的資源の活用においては、新たに活躍できる人材を育成し、それらが互いに連

携していく視点も重要である。育成については、市町村が総合型行政化していくこ

とで職員の担当分野の垣根が低くなっていくため、職員を分野横断的にコーディネ

ート能力を発揮できる人材として育成することが求められる。 

また、特定適格消費者団体や適格消費者団体、消費者団体等に加え、これまで消

費者問題に関わりが薄かった事業者等においても、これからの消費者問題を解決す

る重要な担い手として捉え直し、連携協力を深めていくことが望ましい。 

 

【取組の方向性】 

〇消費者庁及び地方公共団体は、消費生活相談を担う人材を確保する取組を更に進

めることが望ましい。例えば、市町村レベルでは育成が難しい専門人材を、都道

府県や市町村の広域連携単位でまとめて確保し、市町村のニーズに応じて派遣す

る派遣制度 35等が考えられる。 

〇消費者庁は、関係行政機関と連携し、専門学校・大学・大学院において、専門的

な教育課程を充実させることを検討する。例えば、消費者分野に関連する知識を

集中的に習得し、模擬相談対応等の実践経験を十分に積めるカリキュラムとする

ことが考えられる。（３（２）【取組の方向性】再掲） 

〇消費者庁及び地方公共団体は、消費者問題に関心のある人材が、消費者行政で活

躍できるように、出向、副業等の柔軟な雇用形態を活用できる体制を整備する。 

〇消費者庁及び地方公共団体は、地域の消費者団体等と協力して、地方に活躍の場

を求める人材を活かすことができるよう受入体制を整えることが望ましい。また、

専門家等の情報を収集、必要な時に必要な地方公共団体等へ紹介できるような仕

組みが構築されることが望ましい。例えば、体制整備や専門人材の情報提供等を

行う仕組み「消費者行政専門人材情報プール」の構築に取り組むことが望ましい。 

 

（３）消費者行政に必要なデータの整備・分析 

【基本的な考え方】 

本専門調査会では、近年の地方消費者行政の動向について、入手可能なデータか

ら地方公共団体の消費者行政に係る様々な要素 36を使って、定量的な分析を試み

                                                      
35 「2040 年頃から逆算し顕在化する諸課題に対応するために必要な地方行政体制のあり方等に関する答

申（総務省「第 32 次地方制度調査会」）」では、都道府県や広域連携に取り組む市町村が技術職員を増員

し、市町村に派遣して支援できるような体制の強化について述べられている。 
36 本分析で使用した要素は次のとおりである。地方公共団体の消費者行政関連自主財源予算（人件費等

含む）、自主財源のうち消費生活相談員に係る人件費、消費者行政に係る国からの基金・交付金、基金・

交付金のうち消費生活相談員に係る人件費、消費生活相談件数、消費者行政へのアドバイスのための外

部有識者・専門家の活用の有無、消費者生活関連条例の有無、消費者基本計画の有無、消費者教育推進

計画の有無、消費生活センターの有無、消費生活専用相談窓口（消費生活センター以外）の有無、メー

ル・ファックスでの消費生活相談の可否、ＰＩＯ－ＮＥＴの設置有無、高齢者への見守り活動の有無、
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た。本分析では、①地方公共団体の消費者行政関連自主財源予算と他の要素との相

関関係、②地方公共団体の消費生活相談件数と他の要素との相関関係を明らかにす

ることができた 37。他方で、各要素が互いにどのように影響し合っているかについ

てや、要素間の因果関係を特定することは、データの制約から困難であった。今後、

消費者行政に関する施策をより良いものとするため、このような研究をより充実さ

せ、消費者行政の重要性やその効果を定量的に示して検証することが必要である。

そのため、消費者行政に係るデータの整備を進め、研究等への利用を広く促してい

くことが求められる。 

 

【取組の方向性】 

〇消費者庁は、定量的な効果測定を行い、エビデンスに基づく施策を実施 38できる

よう、消費者行政に必要なデータの整備を更に進める。消費者行政の重要性を強

く打ち出すためには、例えば、施策の成果を示す被害救済金額やあっせん率等の

アウトカム指標が必要となる。これら根拠となる数字を積み重ね、重要性をしっ

かりと打ち出し、効果的な施策につなげていくことが求められる。また、官民問

わず研究をより充実させるため、データを積極的に公表する。 

  

                                                      
消費者安全確保地域協議会の設置有無。なお、ここでいう自主財源は、消費者庁による交付金等以外の

予算額を指す。 
37 分析手法や条件、結果の詳細は、参考資料３「近年の地方消費者行政の動向について」（伊集委員提出

資料）参照。 
38 いわゆるＥＢＰＭ。ＥＢＰＭ（Evidence-based Policy Making、エビデンスに基づく政策立案）と

は、政策目的を明確化させその目的のため本当に効果が上がる行政手段は何かなど、「政策の基本的な

枠組み」を証拠に基づいて明確にするための取組のこと。エビデンスを構築する上で必要となる統計等

の整備・改善が重要で、ＥＢＰＭを推進することにより、ユーザー側のニーズを反映した統計等が一層

求められる。 
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おわりに 

 

本報告書では、今後の人口構造の変化、社会情勢の変化等により将来顕在化するであ

ろう様々な課題に対処し、将来に向けた消費者行政の充実・強化を実現するために、10

年後、20 年後の将来を展望し、そこから見えてくる課題と、その課題を克服したある

べき姿を想定した上で、現時点から取り組むべき対応策について整理を行った。取組の

方向性で述べた個々の施策については、具体化に向けて更に検討が必要なものや、実現

に向けて関係行政機関等との調整を要するもの等、時間のかかるものも多く含まれて

いる。本報告書において重要なことは、行うべき施策を決め打ちするのではなく、基本

的な考え方と取組の方向性を示し、2040 年頃を見据え、消費者行政に関わる国、地方

公共団体や、関係するステークホルダー等が、できるだけ速やかに検討等を開始し、将

来の消費者行政の充実・強化に向けて取組を推進していくことである。 

 もとより、地方公共団体の社会経済的特徴や、抱える問題は様々であり、それぞれに

歴史を重ねて今日に至ったものであって、変化や課題の現れ方も地域ごとに大きく異

なる。そのため、本報告書で示した対応策が全ての地方公共団体に等しく当てはまるも

のではない。 

 もっとも、現状では、地方公共団体において、消費者行政は福祉、保健医療等に比べ

て優先順位が低くなりがちである。本専門調査会は、そこに危機感を抱き、消費者行政

が果たす役割の重要性を踏まえ、将来を見据えた対応策を示したものである。10 年後、

20 年後にかけて、我が国が過去に経験したことのない人口構造の変化、社会情勢の変

化等に直面する中で、各地域において変化や課題の現れ方を見通し、将来の展望から逆

算して中長期的な視点で必要な取組が行われること、国がかかる取組を主導し、持続可

能な消費者行政の実現を目指すことが求められる。 

 これからの消費者行政は、市町村における総合型行政による実施を基礎として、都道

府県による補完と国による支援等の重層的な協働によって推進されなければならない。

多様化・複雑化・広域化・グローバル化する消費者問題への対処は、法律、経済、ＩＣ

Ｔ技術等高度な専門性を必要としており、そのため様々な分野の諸力を糾合する必要

がある。国と地方の重層的な連携協働、そして公共私の連携協働がその鍵となる。 

また、将来を展望する上では、高齢者を保護される弱い立場と決め付けず、生産や消

費、さらには消費者行政の担い手となり得るとの視点を持つこと、原則的には公平な取

扱いを意識しつつも、地域独自の取組を主体的に行う地方公共団体を積極的に支援す

ることも重要である。 

 国と地方における消費者行政の展開は、消費者政策という視点だけではなく、安全安

心な社会の基盤を作り、消費市場を活性化することを通じて、一人一人の国民の社会生

活や経済生活の発展に貢献するものである。 

消費者庁をはじめとする関係行政機関には、本報告書で示した対応策も踏まえつつ、

固定観念に捉われずに発想することで、高齢者を含む消費者が安全安心に生活を送る
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ことができる地域づくりを示し、我が国が課題解決の先進地として国際的な連携も踏

まえ率先して取り組み、世界に向けてモデルケースを発信し、消費者分野を含む高齢者

問題を解決する主導的な役割を果たすことを期待したい。 




